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（別添様式１） 

社会福祉士養成施設及び社会福祉士学校自己点検票（総括票） 

 

養成施設名：                                             

自己点検日：平成  年  月  日（  ） 

点 検 者：                

 

事  項 

 

点   検   内   容 

 

根 拠 等 

 

点検結果 

Ⅰ 教職員に関

する事項 

１ 専任教員 

 

 

【新カリキュラムに係る事項】 

 

① 専任教員は、一の養成施設（一の養成施設に複数の課程が 

ある場合には、一の課程とする。）に限り、専任教員となって

いるか。 

 
② 通学課程にあっては、養成施設指定規則（又は学校指定規則
。以下「新指定規則」という。）別表第２に定める数以上の専
任教員が配置されているか。《通学課程に限る》 

 

 

 

 

養成施設指針7-(3) 

学校指針7-(3) 

 

 
養成施設指定規則第
3条第1号ニ又は第4
条第1号ニ 
学校指定規則第3条
第1号ニ又は第4条第
1号ニ 

 

 

 

 

 

 

養成施設指定規則第

3条第2号ヘ又は第4

条第2号ロ 

学校指定規則第3条

第2号ヘ又は第4条第

2号ロ 

 

養成施設指定規則第

3条第1号ホ 

学校指定規則第3条

第1号ホ 

 

養成施設指定規則第

3条第1号ヘ 

学校指定規則第3条

第1号ヘ 

 

 

 

 

①（適・否） 

 

 

 

②（適・否） 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

③（適・否） 

 

 

 

 

 

 

④（適・否） 

 

 

 

 

⑤（適・否） 

  
学生総定員の区分 

 
専任教員数 

 

 

 80人まで 

 

 81人～200人まで 

 

 201人以上 

 

 ３ 

 

  ３＋((学生の総定員－80)/40) 

 

  ６＋((学生の総定員－200)/40) 

  

③ 通信課程にあっては、１人以上の専任教員が配置されている

か。《通信課程に限る》 

 

 

 

 

 

④ 専任教員のうち１人は、教務に関する主任者であるか。《通

学課程に限る》 

 

 

 

⑤ 専任教員のうち１人は「相談援助の理論と方法」又は「相談

援助演習」を、１人は「相談援助実習指導」又は「相談援助実

習」を教授できる者であるか。《通学課程に限る》 

２ 教員要件 【新カリキュラムに係る事項】 

 

① 通学課程にあっては新指定規則別表第１、通信課程にあって

は新指定規則別表第３に定める教育の内容を教授するのに必要

な数の教員を有しているか。 

 

 

 

 

② 「相談援助演習」、「相談援助実習指導」又は「相談援助実

習」を教授する教員は、通学課程にあっては新指定規則第３条

第１号ト又は第４条第１号ト、通信課程にあっては新指定規則

第３条第２号イ又は第４条第２号ロに定める教員要件を満たし

ているか。 

 

 

養成施設指定規則第

3条第1号ニ又は第2

号ヘ 

学校指定規則第3条

第1号ニ又は第2号ヘ 

 

 

養成施設指定規則第

3条第1号ト又は同条

第2号イもしくは第4

条第1号ト又は同条

第2号ロ 

 

 

①（適・否） 

 

 

 

 

 

 

②（適・否） 
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③ 新指定規則別表第１又は別表第３に定める科目を担当する教

員（通信課程における添削指導者を含む。）については、養成

施設指針（又は学校指針。以下「指針」という。）に定める教

員要件を満たしているか。 

 

④ 「相談援助演習」、「相談援助実習指導」又は「相談援助実

習」を教授する教員の員数は、それぞれ学生２０人につき１人

以上が配置されているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 通信課程にあっては、添削指導者が配置されているか。《通

 信課程に限る》 

学校指定規則第3条

第1号ト又は同条第2

号イもしくは第4条

第1号ト又は同条第2

号ロ 

 

養成施設指針7-(5) 

学校指針7-(5) 

 

 

 

養成施設指定規則第

3条第1号チ又は同条

第2号イもしくは第4

条第1号ト又は同条

第2号ロ 

学校指定規則第3条

第1号チ又は同条第2

号イもしくは第4条

第1号ト又は同条第2

号ロ 

養成施設指針7-(2) 

学校指針7-(2) 

 

養成施設指針7-(4) 

学校指針7-(4) 

 

 

 

 

 

 

③（適・否） 

 

 

 

 

④（適・否） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤（適・否） 

 

【旧カリキュラムに係る事項】 

 

⑥ 旧指定規則別表第１又は別表第３に定める科目を担当する教

員については、指導要領に定める教員要件が満たされているか

。 

（注）１人でも要件を満たさない教員が確認されたときは、右

欄の『否』に○を付すこと。 

 

⑦ 社会福祉援助技術演習が学生20人以下で実施が可能となる数

の教員を有しているか。 

 

 

旧指導要領5-(6) 

 

 

 

 

 

旧指定規則第5条第1

号ヘ又は第6条第1号

ヘ 

 

 

⑥（適・否） 

 

 

 

 

 

⑦（適・否） 

３ 事務職員 【新カリキュラムに係る事項】 

 

○ 専任の事務職員を有しているか。 

 

 

養成施設指定規則第

3条第1号ヨ又は同条

第2号ヌもしくは第4

条第1号ト又は同条

第2号ロ 

学校指定規則第3条

第1号ヨ又は同条第2

号ロもしくは第4条

第1号ト又は同条第2

号ロ 

 

 

（適・否） 

 

Ⅱ 教育に関す

る事項 

１ 教育内容 

 

 

【新カリキュラムに係る事項】 

 

① 教育内容は、新指定規則別表第１又は別表第３並びに指針別

表１に定める基準を満たしているか。 

（注）１科目でも要件を満たさないときは、右欄の『否』に○

 

 

 

 

養成施設指定規則別

表第1又は別表第3 

学校指定規則別表第

 

 

 

 

①（適・否） 
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を付すこと。 

 

 

 

② 通信課程にあっては、次に掲げる基準を満たしているか。 

 《通信課程に限る》 

 ア 印刷教材は、新指定規則第３条第２号ロ又は第４条第２号

イに定める内容を満たしているか。 

 イ 新指定規則別表第３の各科目ごとに、少なくとも１回以上

レポートの提出を求め、学生の評価を行っているか。 

 ウ 印刷教材による授業の時間数９０時間（当該印刷教材によ

る授業の時間数が９０時間に満たない場合にあっては、当該

時間数）につき１回以上の添削指導を行っているか。 

 エ 面接授業の内容は、新指定規則別表第３に定めるもの以上

であるか。 

1又は別表第3 

養成施設指針別表1 

学校指針別表1 

 

養成施設指定規則第

3条第2号ロ～ホ又は

第4条第2号イ 

学校指定規則第3条

第2号ロ～ホ又は第4

条第2号イ 

養成施設指針8-(3) 

学校指針8-(3) 

 

 

 

 

 

 

ア（適・否） 

 

イ（適・否） 

 

ウ（適・否） 

 

 

エ（適・否） 

【旧カリキュラムに係る事項】 

 

③ 教育内容は、旧指定規則別表第１又は別表第３に定める基準

を満たしているか。 

（注）１科目でも要件を満たさないときは、右欄の『否』に○

を付すこと。 

 

④ 通信課程にあっては、次に掲げる基準を満たしているか。 

 《通信課程に限る》 

 ア 印刷教材は、旧指定規則第５条第２号ロ又は第６条第２号

イに定める内容を満たしているか。 

 イ 学生の評価に当たっては、旧指定規則別表第３に定める科

目ごとに、面接授業時に試験等を実施しているか。 

 ウ 旧指定規則別表第３の科目のうち印刷教材による授業の時

間数８１時間につき１回以上の添削指導を行っているか。 

  エ 面接授業の内容は、旧指定規則別表第３に定めるもの以上

であるか。 

 

 

旧指定規則別表第1

又は別表第3 

 

 

 

旧指定規則第5条第2

号ロ～ニ又は第6条

第2号イ 

旧指導要領6-(2) 

 

 

②（適・否） 

 

 

 

 

 

 

ア（適・否） 

 

イ（適・否） 

 

ウ（適・否） 

 

エ（適・否） 

 

２ 授業時間数 【新カリキュラムに係る事項】 

 

① 新指定規則別表第１又は別表第３に定める科目について、学

則に定められた授業時間数どおり授業が開講されているか。 

（注）１科目でも要件を満たさないときは、右欄の『否』に○

を付すこと。 

  

 

①（適・否） 

【旧カリキュラムに係る事項】 

 

② 旧指定規則別表第１又は別表第３に定める科目について、学

則に定められた授業時間数どおり授業が開講されているか。 

（注）１科目でも要件を満たさないときは、右欄の『否』に○

を付すこと。 

  

 

②（適・否） 

【新旧共通の事項】 

 

③ １コマ当たりの授業時間は、適正な時間となっているか。 

（注）１コマ２時間相当の授業は90分以上、また、１時間相当

の授業は50分以上となっているときに限り、右欄の『適』

に○を付すこと。ただし、通信課程の面接授業にあっては

、指定規則別表第３に定める時間数どおり実施するものと

する。 

 

④ 期末試験等を、学則に定められた授業時間数の内で行う場合

、上記③による時間にて実施されているか。 

 

  

 

③（適・否） 

 

 

 

 

 

 

④（適・否） 
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Ⅲ 実習に関す

る事項 

１ 学生数 

 

 

【新旧共通の事項】 

 

○ 同時に実習を行う学生の数は、その指導する実習指導者の員

数に５を乗じて得た数（実習指導者１人当たり５人）以下とな

っているか。 

 

 

 

 

〔新〕 

養成施設指定規則第

3条第1号カ又は同条

第2号イもしくは第4

条第1号ト又は同条

第2号ロ 

学校指定規則第3条

第1号カ又は同条第2

号イもしくは第4条

第1号ト又は同条第2

号ロ 

〔旧〕 

旧取扱細則5-(1) 

 

 

 

 

（ 適・否 ） 

２ 実習内容 【新カリキュラムに係る事項】 

 

① 相談援助実習を行う施設又は事業（以下「実習施設」という

。）は、告示第203号に定めるものであるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 相談援助実習は、１の実習施設において120時間以上行って

いるか。 

 

 

養成施設指定規則第

3条第1号ヲ又は同条

第2号イもしくは第4

条第1号ト又は同条

第2号ロ 

学校指定規則第3条

第1号ヲ又は同条第2

号イもしくは第4条

第1号ト又は同条第2

号ロ 

 

養成施設指針10-(2)          

学校指針10-(2) 

 

 

①（適・否） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②（適・否） 

【旧カリキュラムに係る事項】 

 

③ 社会福祉援助技術現場実習を行う実習施設は、告示第203号

に定めるものであるか。 

 

 

 

 

 

④ 上記③による社会福祉援助技術現場実習の実習施設は、すべ

て厚生労働大臣の承認を受けた行政機関、施設又は事業所であ

るか。 

（注）１か所でも承認を受けていない実習施設で現場実習が行

われているときは、右欄の『否』に○を付すこと。 

 

 

 

旧指定規則第5条第1

号ヲ又は同条第2号

イもしくは第6条第1

号ヘ又は同条第2号

ロ 

告示第203号 

 

旧指定規則第4条第1

項 

 

 

③（適・否） 

 

 

 

 

 

 

④（適・否） 

【新旧共通の事項】 

 

⑤ １日当たりの実実習時間は、８時間以内となっているか。 

 

⑥ 実実習時間には、いわゆる帰校日や公認欠席（これに準ずる

欠席を含む。）が含まれていないか。 

（注）上記に示す帰校日等が含まれていないときに限り、右欄

の『適』に○を付すこと。 

 

  

 

⑤（適・否） 

 

⑥（適・否） 
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３ 巡回指導 【新カリキュラムに係る事項】 

 

① 相談援助実習を担当する教員により、少なくとも週１回の巡

回指導が行われているか。 

 

 

養成施設指針10-(1)          

学校指針10-(1) 

 

 

①（適・否） 

【旧カリキュラムに係る事項】 

 

② 実習担当教員により週１回以上定期的に巡回指導が行われて

いるか。 

（注）すべての実習において週１回以上の巡回指導が行われて

いないときは、右欄の『否』に○を付すこと。 

 

 

旧指導要領8-(3) 

 

 

②（適・否） 

【新旧共通の事項】 

 

③ 巡回指導記録票を用いて、指導内容及び実習指導者からの聴

取内容等を記録しているか。 

 

④ ５年程度の巡回指導記録票が保管されているか。ただし、指

定を受けた年度から５年を経過していない養成施設にあっては

、その期間とする。 

  

 

③（適・否） 

 

 

④（適・否） 

４ 実習指導者 【新旧共通の事項】 

 

○ 各実習施設における実習指導者については、指定規則等に定

める実習指導者の要件を満たしているか。 

 

 

〔新〕 

養成施設指定規則第

3条第1号ワ又は同条

第2号イもしくは第4

条第1号ト又は同条

第2号ロ 

学校指定規則第3条

第1号ワ又は同条第2

号イもしくは第4条

第1号ト又は同条第2

号ロ 

養成施設指針10-(5)         

学校指針10-(5) 

〔旧〕 

旧指導要領8-(2) 

 

 

（ 適・否 ） 

Ⅳ 学則に関す

る事項 

【新カリキュラムに係る事項】 

 

○ 別添様式に掲げる事項がすべて適正に記載されているか。 

（注）別添様式１の(1)～(26)のすべてが『適』となったときに

限り、右欄の『適』に○を付すこと。  

 

 

養成施設指針5 

学校指針5 

 

 

（ 適・否 ） 

 

 

Ⅴ 学生に関す

る事項 

 

【新カリキュラムに係る事項】 

 

① 本年度の入学者について、学則に定められた学生の定員を超

えていないか。（ただし、留年生を除く。） 

 

② 本年度の入学手続時において、入学資格を有することを証す

る書類を提出させているか。 

 

 

養成施設指針6-(1) 

学校指針6-(1) 

 

養成施設指針6-(2) 

学校指針6-(2) 

 

 

①（適・否） 

 

 

②（適・否） 

 

【新旧共通の事項】 

 

③ 科目ごとの学生の出席状況が、出席簿等の書類などにより、

確実に把握されているか。 

 

 

 

 

 

 

 

〔新〕 

養成施設指針6-(3) 

学校指針6-(3) 

〔旧〕 

旧指導要領4-(5) 

 

 

 

 

③（適・否） 
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④ 指定規則に基づき編成された各科目の出席時間数が、指定規

則に定める時間数の３分の２（相談援助実習（旧カリキュラム

にあっては社会福祉援助技術現場実習）については５分の４）

に満たない者に対しては、当該科目の履修の認定をしないこと

とされているか。 

（注）いわゆる公認欠席又はこれに準ずる欠席を「出席扱い」とし

て、当該時間数の３分の２（相談援助実習（旧カリキュラムに

あっては社会福祉援助技術現場実習）については５分の４）に

含めているときは、右欄の『否』に○を付すこと。 

 

⑤ 入学、卒業、成績、出席状況等学生に関する書類（学籍簿 

等）が確実に作成され、事務局等に保管されているか。 

 

 

⑥ 上記③及び⑤に関する書類の保存に関する規程等が定められ

、かつ、書類の分類ごとに保存年限が明確になっているか。 

〔新〕 

養成施設指針6-(4) 

学校指針6-(4) 

〔旧〕 

旧指導要領4-(6)及

び(7) 

 

 

 

〔新〕 

養成施設指針6-(7) 

学校指針6-(7) 

 

〔旧〕 

旧指導要領4-(8)  

④（適・否） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤（適・否） 

 

 

⑥（適・否） 

Ⅵ 施設設備に

関する事項《

通学課程に限

る》 

【新カリキュラムに係る事項】 

 

① 新指定規則別表第１に定める教育内容に関する専門図書及び

学術雑誌を備えているか。 

 

② 専門図書及び学術雑誌は、生徒の希望を勘案し、定期的に補

充又は更新されているか。 

 

 

養成施設指針2-(8) 

学校指針2-(8) 

 

養成施設指針2-(8) 

学校指針2-(8) 

 

 

①（適・否） 

 

 

②（適・否） 

Ⅶ 変更申請及

び届出に関す

る事項 

１ 学則に関す

る事項 

 

 

 

 

 

 

（１）承認事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新旧共通の事項】 

 

○ 昨年度の始業日の翌日から本年度の始業日現在までの間、学

則を変更したか。 

（注）上記に係る自己点検の結果が『有』のときに限り、次に

掲げる(１)の承認事項及び(２)の届出事項並びに(３)の関

連事項の該当する項目にそれぞれ記入すること。 

 

① 昨年度の始業日の翌日から本年度の始業日現在までの間、学

則の記載事項のうち修業年限を変更したか。 

② 上記①に係る学則の変更について、事前に関東信越厚生局長

に対して申請を行い、承認を受けているか。 

（注）上記①-1が『有』のときに限り、右欄の『適・否』のい

ずれかに○を付すこと。 

 

③ 昨年度の始業日の翌日から本年度の始業日現在までの間、学

則の記載事項のうち入学定員を変更したか。 

④ 上記③に係る学則の変更について、事前に関東信越厚生局長

に対して申請を行い、承認を受けているか。 

（注）上記③が「有」のときに限り、右欄の『適・否』のいず

れかに○を付すこと。 

 

⑤ 昨年度の始業日の翌日から本年度の始業日現在までの間、学 

則の記載事項のうち学級数を変更したか。 

⑥ 上記⑤に係る学則の変更について、事前に関東信越厚生局長

に対して申請を行い、承認を受けているか。 

（注）上記④-1が『有』のときに限り、右欄の『適・否』のい

ずれかに○を付すこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令第4条第1項 

 

 

 

 

 

 

令第4条第1項 

 

 

 

 

 

 

令第4条第1項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔 有・無 〕 

 

 

 

 

 

①〔有・無〕 

 

②（適・否） 

 

 

 

 

③〔有・無〕 

 

④（適・否） 

 

 

 

 

⑤〔有・無〕 

 

⑥（適・否） 
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（２）届出事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）関連事項 

① 昨年度の始業日の翌日から本年度の始業日現在までの間、次

に掲げるいずれかの事項を変更したか。 

 ア 設置者の氏名及び住所 

 イ 名称 

 ウ 位置 

  エ カリキュラム 

 オ 上記ア～エ以外の事項（上記(１)の学則変更承認に掲げる

修業年限、養成課程、入学定員及び学級数に関する事項を除

く。） 

 

② 上記①に係る事項の変更について、変更後１月以内に関東信

越厚生局長に対して届け出ているか。 

（注）上記①が『有』のときに限り、右欄の『適・否』のいず

れかに○を付すこと。 

 

○ 昨年度の始業日の翌日から本年度の始業日現在までの間にお

ける学則の変更に際し、大学及び短期大学にあっては文部科学

省、専修学校の専門課程にあっては各都道府県に対して学則変

更の届出等を行っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令第4条第2項 

①〔有・無〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②（適・否） 

 

 

 

 

（ 適・否 ） 

２ 実習施設に

関 する事項 

（１）承認事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）届出事項 

 

 

【旧カリキュラムに係る事項】 

 

① 昨年度の始業日の翌日から本年度の始業日現在までの間、実

習施設の追加等、実習施設を変更したか。 

 

② 上記①に係る実習施設の追加等の変更について、事前に関東

信越厚生局長に対して申請を行い、承認を受けているか。 

（注１）旧カリキュラムの実習施設に係る変更について、上記

②-1が『有』のときに限り、右欄の『適・否』のいずれ

かに○を付すこと。 

（注２）平成21年度以降の実習施設の変更については、旧カリ

キュラムの実習施設に係る変更であっても、新カリキュ

ラムの実習施設と同様に届出で差し支えないこと。 

 

 

 

 

旧指定規則第4条第1

項 

 

 

 

 

①〔有・無〕 

 

 

②（適・否） 

【新旧共通の事項】 

  ※ 上記(１)の(注２)のとおり、平成21年度以降の旧カリキュ

ラムの実習施設の追加等変更については、新カリキュラムの

実習施設と同様に届出で差し支えない。 

 

① 昨年度の始業日の翌日から本年度の始業日現在までの間、実

習施設の追加等、実習施設を変更したか。 

 

② 上記①に係る実習施設の追加等の変更について、変更後１月

以内に関東信越厚生局長に対して届け出ているか。 

（注）上記①が『有』のときに限り、右欄の『適・否』のいず

れかに○を付すこと。 

 

 

 

 

 

令第4条第2項 

 

 

 

 

 

①〔有・無〕 

 

 

②（適・否） 

３ その他の変

更に関する事

項 

（１）承認事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新旧共通の事項】 

 

① 昨年度の始業日の翌日から本年度の始業日現在までの間、校

舎の各室の用途及び面積並びに建物の配置図及び平面図を変更

したか。 

 

 

 

 

 

 

 

令第4条第1項 

 

 

 

 

 

①〔有・無〕 
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（２）届出事項 

② 上記①に係る校舎等の変更について、事前に関東信越厚生局

長に対して申請を行い、承認を受けているか。 

（注）上記①が「有」のときに限り、右欄の『適・否』のいず

れかに○を付すこと。 

②（適・否） 

 

【新カリキュラムに係る事項】 

 

① 昨年度の始業日の翌日から本年度の始業日現在までの間、専

任教員を変更したか。 

 

② 上記①に係る専任教員の変更について、変更後１月以内に関

東信越厚生局長に対して届け出ているか。 

（注１）上記①が『有』のときに限り、右欄の『適・否』のい

ずれかに○を付すこと。 

（注２）平成20年度中の専任教員の変更については、届出は不

要であること。 

 

 

 

令第4条第2項 

 

 

 

①〔有・無〕 

 

 

②（適・否) 

Ⅷ 定期報告に

関 する事項 

【新旧共通の事項】 

 

① 本年度における施行令第５条に基づく報告の記載内容は、事

実が報告されているか。 

 

② 本年度の報告は、期限内に行われているか。 

 

 

令第5条 

 

 

令第5条 

 

 

①（適・否） 

 

 

②（適・否） 

Ⅸ 情報開示に

関 する事項 

【新カリキュラムに係る事項】 

 

○ 指針別表２に定める内容以上の情報が、インターネットや学

生募集用パンフレット等において広く閲覧の用に供されている

か。 

 

 

養成施設指針11-(1)

及び(2) 

学校指針11-(1)及び

(2) 

 

 

（ 適・否 ） 

 

（摘要） 

  この自己点検票で用いている法令及び関係通知等の名称は、次のように省略している。 

 《新カリキュラムに係る法令・通知等》 

・法：「社会福祉士及び介護福祉士法」(昭和 62年法律第 30号） 

・令：「社会福祉士及び介護福祉士法施行令」（昭和 62年政令第 402号） 

・養成施設指定規則：「社会福祉士介護福祉士養成施設指定規則」(昭和 62年厚生省令第 50号) 

・学校指定規則：「社会福祉士介護福祉士学校指定規則」(平成 20年文部科学省、厚生労働省令第 2号) 

・養成施設指針：「社会福祉士養成施設の設置及び運営に係る指針」(平成 20 年 3 月 28 日社援発第 0328001 号厚生

労働省社会・援護局長通知「社会福祉士養成施設及び介護福祉士養成施設の設置及び運営に係る

指針について」の別添 1) 

・学校指針：「社会福祉士学校の設置及び運営に係る指針」(平成 20 年 3 月 28 日 19 文科高第 918 号・社援発第 032

8002 号文部科学省高等教育局長、厚生労働省社会・援護局長通知「社会福祉士学校及び介護福祉士学

校の設置及び運営に係る指針について」の別添 1) 

・告示第 203 号：「社会福祉士介護福祉士養成施設指定規則第３条第一号ヲ及び第５条十四号イ、社会福祉士介護

福祉士学校指定規則第３条第一号ヲ及び第５条第十四号イ並びに社会福祉に関する科目を定める省

令第４条第六号の規定に基づき厚生労働大臣が別に定める施設及び事業」（昭和 62 年厚生省告示

第 203号） 

 《旧カリキュラムに係る法令・通知等》 

   ・旧指定規則：「社会福祉士介護福祉士学校養成施設指定規則」(昭和 62年厚生省令第 50号) 

   ・旧指導要領：「社会福祉士養成施設等指導要領」(昭和 63年 1月 14日社庶第 3号厚生省社会局長通知「社会福祉 

士養成施設等指導要領及び介護福祉士養成施設等指導要領について」の別添 1) 
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（別添様式２） 

学則に関する自己点検票（社会福祉士養成施設及び社会福祉士学校） 

 

養成施設名：                                              

点 検 者：           

 

チ ェ ッ ク 項 目               

 

点検結果 

 

○ 学則に次に掲げる事項が漏れなく記載されているか。 

  ※ (1)～(26)のすべてが「適」となったときにのみ「適」とすること。 

（１）設置目的 

（２）名称  ※ 学科、専攻、コース名まで記載されているか。 

（３）位置  ※ 養成施設の所在地が記載されているか。 

（４）修業年限 

（５）学生定員（学生定員とは、「入学定員及び総定員」をいう。） 

（６）学級数  ※ 通信課程にあっては、記載されていなくても差し支えない。 

（７）養成課程  ※ 法令の内容を満たしたカリキュラムが記載されているか。 

（８）履修方法 

（９）学年 

（10）学期  ※ 学期の開始日及び終了日が記載されているか。 

（11）休日  ※ 夏季・冬季休校中等に施設実習を予定しているときは、その旨が記載されている

か。 

（12）入学時期 

（13）入学資格  ※ 指定規則に定める入学資格を満たしたものが記載されているか。 

（14）入学者の選考  ※ 選考方法が記載されているか。 

（15）入学手続  ※ 手続方法が記載されているか。 

（16）退学 

（17）休学 

（18）復学 

（19）卒業 

（20）成績考査（学習の評価及び課程修了の認定） 

   ※ 指定規則に掲げる各科目の出席時間数が指定規則に定める時間数の３分の２（実習は５分

の４）に満たない者については、当該科目の履修の認定をしない旨が記載されているか。 

（21）入学検定料 

（22）入学金 

（23）授業料 

（24）実習費等  ※ 学生から徴収する費用は、すべて記載されているか。 

（25）教職員の組織 

（26）賞罰 

 

 

 〔適・否〕 

 

(１)〔適・否〕 

(２)〔適・否〕 

(３)〔適・否〕 

(４)〔適・否〕 

(５)〔適・否〕 

(６)〔適・否〕 

(７)〔適・否〕 

(８)〔適・否〕 

(９)〔適・否〕 

(10)〔適・否〕 

(11)〔適・否〕 

 

(12)〔適・否〕 

(13)〔適・否〕 

(14)〔適・否〕 

(15)〔適・否〕 

(16)〔適・否〕 

(17)〔適・否〕 

(18)〔適・否〕 

(19)〔適・否〕 

(20)〔適・否〕 

 

 

 

(21)〔適・否〕 

(22)〔適・否〕 

(23)〔適・否〕 

(24)〔適・否〕 

(25)〔適・否〕 

(26)〔適・否〕 

 

（注）上記の事項について、「学則上、別に定めるところによる」旨が規定されているときは、別に定める取扱規程や
細則等にその内容が記載されているときに限り『適』とすること。 


	社-03 別添様式1（社会：自己点検票）
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